
○令和元年５月取組項目の改定
別紙-2-② 資料‐４－２

具体的な取組の柱
事項

具体的取組（県・市町調査項目）
１）ハード対策の主な取組

■洪水を河川内で安全に流す対策

1
・優先的に実施する堤防整備、多数
の人命被害が生じる区域の堤防強
化対策

ＡＢ Ｒ2年度 関東地整
・さいたま築堤工事等を継続して実施中。

2

・橋梁部周辺対策の実施

ＡＢ
H28年度
から順次

実施
関東地整

・笹目橋（右岸）の対策工事が完了（H29.7）
・笹目橋（左岸）の対策工事が完了（H31.1）
・その他の橋梁については、管理者協議等を実施中

3

・多数の家屋や重要施設等の保全
対策等（樹木伐採、河道掘削） Ａ

Ｂ,
ＡＤ

Ｒ2年度 関東地整

 ■危機管理型ハード対策
3
4

・堤防天端の保護、裏法尻の補強
ＡＤ Ｒ2年度 関東地整

・熊谷市明戸地先、東松山市葛袋地先等で整備を実
施。

 ■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

4
5

・雨量・水位等の観測データおよび
洪水時の状況を把握・伝達するため
の基盤整備・拡充（危機管理型水位
計やCCTVカメラの設置、監視機能
強化、ダム放流警報の耐水化等）

Ｂ Ｒ2年度
関東地
整・県

・平成29年度に危機管理型水位計整備計画を作成し、
平成30年度に氾濫ブロック毎の危険箇所や堤防注視
箇所、水位観測所間の補完のため、追加で16箇所に
整備完了。

・基準水位観測所１８河川２０箇所において、河川監視
カメラを設置済み【H２８年度】
・河川監視カメラを県管理河川18箇所に増設した【Ｈ３
０年度】
・危機管理型水位計を県管理河川２０箇所に設置する
【Ｈ３１年度出水期まで】

5
6

・情報伝達手段の改善

Ｌ,M
H28年度
から順次

実施
市町

平成２７年度からの５箇年計画で防災行政無線
のデジタル化を実施中。
テレビ埼玉と文字情報による配信契約を締結
し、平成２９年１月より防災情報の発信を開始し
た。

防災行政無線デジタル化工事の実施設計を
行っている。工事については来年度より３カ年
で完了予定。アナログ電波対応の戸別受信機
を３５００台は配布しており、デジタル化以降の
対応については現在検討中。

平成32年度までに、同報系防災行政無線のデ
ジタル化を予定。
情報伝達手段は市ホームページ、登録制メー
ル、ツイッター、テレビ埼玉データ放送、緊急速
報メールを活用している。

防災情報メール配信システムの登録者を増や
すため防災訓練等で町民に周知する。新たな
情報伝達手段について検討する。

6
7

・水防活動を支援するための新技術
を活用した水防資機材等の配備及
び関係者による共同点検 Ｖ

H28年度
から順次

実施

関東地
整・県・市

町

・平成29年5月24日に水防新技術見学会を開催
・平成30年6月26日に水防新技術見学会を開催
・越水防止水のう（φ15cm×15m）15基を越辺川出張
所に配備（H30.3）

・水防資器材の補充・追加等の際には、新技術を活用
した水防資器材の配備を検討予定【継続】
・国で実施する水防新技術見学会に参加予定。
【継続】

市が保有する全ての可搬ポンプについて点検
整備を実施した。今後、資機材等の拡充につい
て検討を行う。

各市民活動センター（７ヶ所）に「土のうステー
ション」を設置。市民は必要に応じて自由に土
のうを持ちだし可能。土のうの作成については、
防災研修の１つとして複数の課の職員にて作
成。

引き続き、配備を検討している。 新技術を活用した水防資機材の活用を検討す
る。

7
8

・排水機場の耐水化や水門・機場等
の遠隔操作を確実に行える対策（二
重化）の実施

Ｙ
H28年度
から順次

実施

関東地
整・

機構・県

・排水機場の耐水化について概略設計を実施中 浸水時においても排水活動を継続するための施設の
耐水化を検討予定【平成３１年度】。

8
9

・浸水時やダムにおいては大規模
停電時においても災害対応を継続
するための施設整備および自家発
電装置の耐水化等の実施

Ｗ,
Ｘ

Ｒ2年度
関東地

整・県・市
町

・浸水時における災害対応継続のための施設整備に
ついて概略設計を実施中

県庁は浸水想定区域外のため、対象外。 対象施設：川越市役所本庁舎
本庁舎は浸水想定区域外

浸水想定区域外に庁舎及び自家発電装置を設
置しているため、現状対策の予定はなし。

市庁舎は浸水想定区域外 現在の庁舎においては、対応済み。

9
10

・河川防災ステーションの整備や円
滑な水防活動等の活用方策検討、
堤防天端上の車両交換場所等の整
備

ＡＣ
H28年度

から
順次実施

関東地整

・西遊馬防災ステーションについて、盛土工事を継続し
て実施中。
・車両交換場所、水防拠点等について整備箇所を検討
中

11

広域避難計画に必要となる避難場
所、避難路の整備

Ｈ，
Ｉ，
Ｊ，
Ｑ

R1年度か
ら

順次実施

関東地
整・県
・市町

２）ソフト対策の主な取組　
①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組
■的確な避難行動を取るための情報提供

10
12

・緊急速報メールによるプッシュ型
の洪水予報等の情報発信

Ｂ
H29年度
から順次

実施

関東地
整・県

・平成29年5月1日より緊急速報メールを配信
・平成29年10月の台風21号の際には、都幾川野本観
測所で氾濫危険水位を超過したため、関東地方で初め
て緊急速報メールを配信

・県管理洪水予報河川について、プッシュ型配信を開
始した
・県管理水位周知河川について、Ｌアラートを活用した
情報提供を開始した
【Ｈ３０年度】

11
13

・水位計、ライブカメラ、河川監視用
カメラ、水害リスクラインに基づく洪
水予報等の情報提供の拡充

Ｂ
H28年度
から順次

実施

関東地
整・

機構・県

・荒上HPでのCCTVカメラ提供箇所を19箇所から27箇
所へ拡充済み

・Yahooサイトで包括的連携協定に基づき、河川監視カ
メラ映像の提供を開始した【Ｈ２９年度】

12
14

・気象情報発信時の「危険度の色分
け」や「警報級の現象」等の改善（水
害時の情報入手のしやすさサポー
ト）

Ｋ
H28年度
から順次

実施
気象庁

・「大雨警報（浸水害）の危険度分布」及び「洪水警報
の危険度分布」について、スマートフォン等の位置情報
機能を活用し、自分のいる場所の「危険度分布」をワン
タッチで表示できるよう改善（7月27日）
・気象庁トップページを今知りたい情報を簡単にアクセ
スできるように改善およびスマートフォン向けトップペー
ジの新設（10月17日）
・大雨・洪水警報基準値について、確認・評価を行い適
切な基準値への見直し

13
15

・災害時の情報発信における地元メ
ディアとの連携強化

Ｎ
H28年度
から順次

実施

関東地
整・県・市

町

・地元メディアへ洪水予報等をより的確に伝達するため
の内容や伝達方法等の改善について継続して検討中

・Ｌアラートを活用した洪水情報の発信について、災害
時応援協定に基づく地元メディアとの連携強化を検討
予定【Ｈ３０年度】

テレビ埼玉と文字情報による配信契約を締結
し、平成２９年１月より防災情報の発信を開始し
た。

地元ケーブルテレビのデータ放送にて台風の
進路予想を確認可能。また、今年度より水害ハ
ザードマップも確認可能。

・協定を締結しているＪ：ＣＯＭと、引き続き連携
を図っていく。
・平成27年度に、テレビ埼玉とテレ玉市町村
データ放送サービスを契約済。

テレ玉データ放送を実施。ケーブルテレビ局と
「災害時における放送等に関する協定」を締結
済み。

14
16

・市町村庁舎や災害拠点病院等の
施設関係者への情報伝達の充実

W
H30年度
から順次

実施

関東地
整・県・市

町

・災害オペレーション支援システムによる情報共有 平成２９年度に本庁舎、保健所、消防局と災害
拠点病院を含む医療施設との情報伝達手段と
して、ＩＰ無線を導入した。

市内出先機関及び周辺自治体との連絡体制を
構築している。
災害拠点病院との情報伝達体制の構築につい
ては検討中。

・EMISの活用を検討する。（坂戸市内に災害拠
点病院なし）

17
・洪水時における河川管理者からの
情報提供等（ホットラインの構築） Ｂ

引き続き
実施

関東地
整・県・市

町

18
・洪水予測や河川水位の状況に関
する解説 Ｂ,

Ｋ

R1年度か
ら

順次実施
関東地整

 ■避難勧告の発令に着目したタイムラインの作成

15
19

・氾濫ブロック・区間に応じたきめ細
やかな危険水位設定

Ｄ,Ｆ
H28年度
から順次

実施
関東地整

・氾濫ブロック毎（市町毎）の危険水位を設定し、各自
治体へ提供済み

16
20

・氾濫流の広域拡散を考慮した越
水・破堤後を含めた、避難勧告の発
令に着目したタイムラインの作成

Ｃ,
Ｅ,
Ｇ

H28年度
から順次

実施

関東地
整・
市町

・タイムライン作成のための、破堤地点別の時系列氾
濫シミュレーションや危険水位等の資料提供。
・平成29年12月7日にタイムライン勉強会を開催

作成済みのタイムラインを検証していく中で、氾
濫流の広域拡散についても考慮していく。

現在タイムラインとほぼ同じ要素で構成される
「水害対応チェックリスト」にて対応している。
タイムラインは現在作成中。

平成30年3月にタイムライン作成済み。（越辺
川・高麗川）

広域避難検討会の検討結果を踏まえて策定予
定。

17
21

・タイムラインに基づく首長等も参加
した実践的な訓練 Ｋ,

Ｐ,
Ｑ

H28年度
から定期
的に実施

協議会全
体

・タイムラインに合わせて関係機関と連動したロールプ
レイング型式の訓練について検討、実施。

・自治体訓練への参加や支援 訓練への参加、支援を実施していく【Ｈ３０年度】 職員を対象に毎年度実施している応急水害対
策訓練の内容について検討を行う予定。

タイムライン作成後、職員対象の図上訓練実施
を検討する。

作成したタイムラインに基づいた訓練の実施を
検討する。

タイムラインに基づく訓練の実施を検討する。

22

・避難訓練等の実施による避難勧
告等発令の対象区域、判断基準等
の確認及び見直し

Ｃ,
Ｅ,
Ｆ,
Ｇ

R1年度か
ら

順次実施

協議会全
体

■浸水リスク情報の周知、避難行動支援

18
23

・想定最大規模降雨による洪水浸
水想定区域図、氾濫シミュレーショ
ンの公表及びダム下流部における
浸水想定図の作成

Ａ,
Ｄ

H28年度
から順次

実施

関東地
整・

機構・県

・荒川水系洪水浸水想定区域図の公表（H28.5）
・家屋倒壊等氾濫危険区域図の公表（H295）
・氾濫流の広がりや到達時間等の情報提供に資する
氾濫シミュレーションの公表＜浸水ナビ＞（H29.7）

想定最大規模降雨に対応した洪水浸水想定区域図の
作成を行う【Ｈ３０年度～】

19
24

・浸水被害軽減地区指定に向けた
箇所の抽出及び情報提供の実施、
課題の共有を踏まえた指定

Ａ,
Ｄ

H30年度
から順次

実施

関東地
整・県・市

町

・浸水被害軽減地区指定候補箇所を抽出し、各自治体
へ情報提供済み。

浸水想定区域図の見直しに際し、浸水エリア拡大を抑
制する効果があると予想される地形等の情報を把握し
た場合には、地元市町村への情報提供を適宜行って
いく。

浸水被害軽減区域の把握について検討を行う
予定。

検討中 浸水被害地区住民と浸水に係る原因や対策に
ついての意見交換会を実施。

20
25

想定最大規模降雨に対応した水害
ハザードマップの作成・周知、訓練
等への活用及び優良事例の提供
（専門家による支援の実施）

Ｈ Ｒ2年度
関東地
整・市町

想定最大規模降雨に対応した荒川・入間川流
域洪水ハザードマップを作成し、市内全戸に配
布した。（平成30年12月）

H28年度に作成。H29年度出水期前に全戸配布
を実施。

実施済み 県管理河川の浸水シュミレーション及び広域避
難計画を踏まえて作成予定。

21
26

・広域避難計画の策定、市町村間
の協定締結 Ｈ,

Ｊ,
Ｑ

Ｒ2年度
関東地

整・県・市
町

・荒川右岸・入間川左岸ブロックにおいて先行して、広
域避難計画策定に向けた検討を実施し、検討報告とし
てとりまとめ。検討会で得られた課題や知見について
はブロック会議等を通じて共有済み。

広域避難検討会での検討を踏まえ、自治体の広域避
難計画の策定や市町村間の協定締結を支援していく。
【Ｈ３０年度～】

市町村間の相互応援協定は締結済。広域避難
については今後検討を行う予定。

災害時における埼玉県市町村間の相互応援に
関する基本協定に基づき対応を行う。

市町間の協定も締結済み。
広域避難計画については今後検討する。

近隣市町村とは、協定の締結済み。広域避難
計画を踏まえて協定内容の強化を検討予定。

22
27

・平常時から住民に水害リスクをわ
かりやすく伝える「まるごと、まちごと
ハザードマップ」の推進及び設置事
例や利活用事例の共有 Ｋ

H28年度
から順次

実施

関東地
整・市町

広告付きの避難場所等案内看板を電柱に設置
するための協定を電力会社と締結した。

各避難所案内標識の交換工事を実施中。（ピク
トグラム及び蓄光性のある標識に交換）
電柱広告に関する協定を締結している。協定を
活用した標識の設置についても今後検討を継
続していく。

地域貢献型電柱広告に関する協定を締結済。
また、今後内水被害のある地区に対し、避難情
報発令の基準となる地点に標識を設置すること
を検討。

ハザードマップ作成に合わせて検討する。

23
28

・要配慮者利用施設の避難計画の
作成および訓練の支援

Ｏ Ｒ3年度 市町

平成30年11月に避難確保計画講習会で先進事
例の取り組みを紹介し、対象となる要配慮者利
用施設と情報を共有した。
また、国土交通省のモデル事業で要配慮者利
用施設を対象に避難確保計画作成講習会を実
施した。

H29年度に要配慮者施設において土砂災害に
対する避難訓練を実施。また、各施設へ避難計
画の作成を呼びかけている。

避難確保計画作成に係る手引きを作成し、要
配慮者施設に対し、避難確保計画の作成を促
しており、訓練の支援について今後検討する。

福祉担当課と調整し、要配慮者利用施設にお
ける訓練の実施支援を検討する。

24
29

・避難場所の絶対数が不足する地
域における既存施設の避難場所と
しての活用及び民間施設を活用し
た事例や調整内容、協定の締結等
の情報提供

Ｉ
H28年度
から順次

実施
市町

避難所指定外の利用可能施設の把握及び所
管部署との協議について検討を行う予定。

検討を継続していく。 今後、広域避難計画と併せて検討する。 水害発生時に民間施設を避難施設として使用
する協定を締結した。

30

・応急的な退避場所の確保

Ｉ
R1年度か

ら
順次実施

関東地
整・市町

31

・避難訓練への地域住民の参加促
進

Ｈ
R1年度か

ら
順次実施

市町

32

・高齢者の避難行動の理解促進に
向けた取組の実施及び要配慮者利
用施設等の避難における地域との
連携事例の共有

Ｏ
R1年度か

ら
順次実施

関東地
整・県
・市町

33

・地区防災計画の作成や地域の防
災リーダー育成に関する支援 Ｃ,

Ｊ,
Ｔ

R1年度か
ら

順次実施
関東地整

34

・地域防災力の向上のための人材
育成 Ｏ,

Ｐ,
Ｑ

R1年度か
ら

順次実施
関東地整

■防災教育や防災知識の普及・啓発

25
35

・水防災に関する説明会の開催
Ｂ,
Ｋ

H28年度
から順次

実施

協議会全
体

・カスリーン台風から70年イベントとしてパネル展示、
公開講座、現場見学会を開催

・関係機関の要望に応じて連携し実施 市町村職員を対象とした水防連絡調整会を実施した
【継続】

自治会等を対象とした防災講話を実施してい
る。

避難勧告発令区域住民を対象とする説明会実
施を検討していく。

平成30年11月に「さかど水防災セミナー」を開
催。

自主防災訓練時に講習会を実施。

26
36

・教員を対象とした講習会の実施

Ｋ
H28年度
から順次

実施

関東地
整・機構・
県・市町

・川が果たす役割やそこに暮らす人々の営みなどを学
習し、河川に対する理解を深めて頂くことを目的とし
た、小学生向けの副読本である「荒川読本」について、
小学校教諭の研修会資料として提供した。
・Ｈ３１年夏頃、教員を対象とした防災教育現場研修会
を実施予定。

・要望に応じて啓発資料の配布、研修等を実施していく
【継続】

教育委員会の担当課と講習会の実施について
検討を行う予定。

検討を継続していく。 平成29年度に三芳野小学校で教職員を対象と
した避難所運営の図上訓練(HUG)を実施。今後
も実施について検討する。

教育委員会と連携し、実施を検討する。

27
37

・小学生、中学生を対象とした防災
教育の実施・支援及び先進的な事
例の共有 Ｋ

H28年度
から順次

実施

関東地
整・市町

・お天気キャスター（気象予報士）を講師に迎え、小学
生を対象とした「お天気防災教室」を開催
・荒川読本【水防災編】を作成した。Ｈ３１年度、埼玉県
内各小学校教員にデータを提供予定。

教育委員会の担当課と講習会の実施について
検討を行う予定。

検討を継続していく。 市職員による小学生を対象とした出前講座を実
施。

教育委員会と連携し、実施を検討する。

28
38

・出前講座等を活用した講習会の実
施 Ｋ

引き続き
実施

関東地
整・

機構・気

・さいたま市自治会、川越市自治会、鴻巣市自治会、
川島町自治会、埼玉大学教育学部附属小学校などで
出前講座を実施。

・関係機関の要望に応じて連携し実施 ・出前講座を実施した。今後も要望に応じて実施してい
く【継続】

39

・防災施設の機能に関する情報提
供の充実

Ｋ
R1年度か

ら
順次実施

関東地
整・

機構・県

②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組　
■より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化

29
40

・水防団や地域住民が参加する洪
水に対しリスクが高い区間や重要
水防箇所の共同点検 Ｒ

H28年度
から定期
的に実施

関東地
整・県・市

町

・水防団と共に地域住民にも声掛けを行い、重要水防
箇所や危険箇所などについて、共同点検を実施する。

・国管理河川の重要水防箇所合同点検に参加した。
・県管理河川の重要水防箇所合同点検の実施した。
【継続】

平成２９年度より国及び県の行う共同点検に水
防団員も参加している。

毎年河川事務所が実施する重要水防箇所合同
点検に地域住民も参加している。しかし地域住
民との日程調整が難しく、不参加の年度もある
ので今後対応を検討していきたい。

平成30年度も、河川事務所が実施する重要水
防箇所の共同巡視に消防組合、地域住民が参
加した。

毎年、河川事務所が実施する重要水防箇所等
の共同点検に参加。

30
41

・水防団強化を目的とした、広報の
充実（水防団確保）、水防団間での
連携・協力に関する検討及び関係
機関が連携した実働水防訓練の実
施、訓練内容の改善

Ｔ,S
,U

H28年度
から定期
的に実施

関東地
整・県・市

町

・関係機関と共同で水防団強化につながる実働水防訓
練を実施する。
・水防新技術見学会を開催
・水防体制強化策を自治体毎に検討し、検討結果を各
自治体に提供済み。

・水防管理団体が行う水防訓練に参加した。
・利根川水系連合・総合水防演習を開催した。
【継続】

毎年、出水期前に職員向け水防訓練を実施し
ているほか、２年に１度、水防団を中心とした水
防演習を実施している。

毎年、消防署が実施している水防工法訓練に
市職員が参加し、実技講習を受けている。

毎年6月に越辺川・高麗川水害予防組合（坂戸
市、毛呂山町、越生町）主催で水防訓練を実
施。今年度については、7月に坂戸市において
水防演習を実施。

毎年、出水期前に水防訓練を実施している。

31
42

・水防活動の担い手となる水防協力
団体の募集・指定の促進及び具体
的な広報の進め方の検討

Ｓ
引き続き

実施
市町

消防団が水防団を兼ねており、消防団ＨＰ等で
常時団員募集を行っている。

市のホームページにて水防団員（消防団員）募
集の広告を掲載している。

引き続き、広報やホームページ等で広く募集し
ていく。

広報誌やホームページ等での募集等の検討を
行う。

32
43

・地域の建設業者による水防支援
体制の検討・構築

Ｕ
H28年度
から順次

実施
市町

協定締結先である建設業協会と連携強化に関
する会議を開催し、災害時における災害事象別
対応業務について協議を行った。今後も継続し
て協議を行う予定。

市内の建設安全協会と地震災害・風水害等に
関する協定を締結している。

市の建設業協同組合等と協定を締結している。
今後、水防支援体制について検討する。

地元建設業協会と地震災害・風水害等に関す
る協定を締結済み。

■既設ダムの危機管理型運用方法の確立

33
44

・既存ダムの機能を最大限活用する
運用方法の検討及び「ダムの柔軟
な運用」の運用

ＡＡ
H28年度
から順次

実施

関東地整
・機構

二瀬ダムにおいて治水容量を最大限活用し、治水効果
をより一層高めるために平成２８年度より事前放流、異
常洪水時防災操作、特別防災操作について、過去の
出水によるシミュレーションを行い、効果があるのかを
検討した。平成３０年度はこの検討結果を基に操作上
可能であるかの検討を行うとともに、操作要領の作成
を行う。

45

・ダム放流情報を活用した避難体系
の確立

ＡＡ
R1年度か

ら
順次実施

関東地整

③一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の取組
■緊急排水計画（案）の作成及び排水訓練の実施

34
46

・既存排水施設、排水ポンプ車等を
活用した排水作業準備計画の策定

Ｚ
H28年度
から順次

実施

関東地
整・

機構・県・
市町

・荒川左岸（さいたま市、川口市、蕨市、戸田市）の氾
濫ブロックにおいて、緊急排水計画の検討を実施
・３０年度は２ブロック、緊急排水計画の検討を実施
・３１年度は２ブロック、緊急排水計画の検討を実施予
定

・市町村より要望があれば情報提供し計画策定に協力
する
【継続】

計画の策定について検討を行う予定。 関係部署との調整を検討していく。 平成30年10月に排水ポンプ車2台を配備した。 排水計画の策定を検討する。

35
47

・排水作業準備計画に基づく排水訓
練の実施

Ｚ
H28年度
から順次

実施

協議会全
体

・上記排水計画に基づき、排水訓練を実施する。
・災害対策機器操作訓練、宮下樋管における排水訓練
等は継続して実施

・自治体訓練への支援 ・排水計画に基づく排水訓練への参加・支援を行う【Ｈ
３０年度】

計画の策定について検討を行う予定。 排水計画策定後実施を検討していく。 排水ポンプ車操作訓練を平成31年3月に実施
予定。

排水訓練の実施を検討する。

課
題

目標時期 取組機関

取組赤字：Ｒ１年５月更新箇所、実施状況：H30年度末更新箇所

関係機関

関係機関

坂戸市気象庁 川島町埼玉県 東松山市関東地方整備局 川越市
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